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平成 27 年度中間決算の概要 

平成 27 年 10 月 30 日 

日本貨物鉄道株式会社

Ⅰ 単体決算 （添付１） 

26 年度 

中間決算 

Ａ 

27 年度 

中間決算 

Ｂ 

増 減 

備 考 金額 

Ｂ－Ａ 

％ 

Ｂ／Ａ 

鉄 

道 

事 

業 

営業収益 634 648 ＋ 13 ＋  2.1％ 2 年連続増収 

営業費用 666 665 △  1 △  0.2％ 

営業利益 △ 31 △ 17 ＋ 14 － 25 年度以来 2 年ぶり増益 

関 

連 

事 

業 

営業収益 88 85 △  3 △  3.7％ 25 年度以来 2 年ぶり減収 

営業費用 36 35 △  0 △  1.6％ 

営業利益 52 49 △  2 △  5.2％ 25 年度以来 2 年ぶり減益 

全 事 業 

営業収益 723 733 ＋ 10 ＋  1.4％ 2 年連続増収 

営業費用 702 700 △  1 △  0.3％ 

営業利益 20 32 ＋ 12 ＋ 59.3％ 4 年連続増益 

経 常 利 益 6 19 ＋ 13 ＋216.2％ 4 年連続増益 

中 間 純 利 益 0.9 12 ＋ 11 ＋1,194.6％ 4 年連続増益 

１．鉄道事業 

(1) 営業収益 648 億円（対前中間期  ＋13 億円／＋2.1％） 

・コンテナ収入の増（＋15 億円）、車扱収入の減（△0億円）、 

その他収入の減（△1億円） 

（参考）輸送量 1,452 万トン（対前中間期 ＋16 万トン／＋1.2％） 

・コンテナ 1,069 万トン（対前中間期 ＋15 万トン／＋1.5％） 

積合せ貨物・食料工業品・農産品青果物の増送、家電情報機器・自動車部品・

紙パルプ等の減送 等 

・車 扱     382 万トン（対前中間期 ＋0.8 万トン／＋0.2％） 

石油の増送、石灰石の減送 等 

（単位：億円、単位未満切捨）
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(2) 営業費用 665 億円（対前中間期 △1億円／△0.2％） 

・人 件 費（△3億円）  支給人員の減、賞与及び賞与引当金繰入額の増 等 

・物 件 費（△0億円）  電力・線路使用料の増、流動燃料の減 等 

・租 税 公 課（＋2億円）  前年度特例適用による不動産取得税減の反動増 等 

・減価償却費（＋0億円）  リース資産の増、車両の償却進捗による減 等 

(3) 営業利益 △17 億円（対前中間期 ＋14 億円／ － ） 

２．関連事業 

(1) 営業収益 85 億円（対前中間期  △3 億円／△3.7％） 

・前年度分譲マンション・宅地売却収入の反動減 等

(2) 営業費用 35 億円（対前中間期 △0 億円／△1.6％） 

・前年度分譲マンション・宅地売却費用の反動減 等

(3) 営業利益 49 億円（対前中間期 △2 億円／△5.2％） 

３．経常利益 19 億円（対前中間期 ＋13 億円／＋216.2％） 

４．中間純利益 12 億円（対前中間期 ＋11 億円／＋1,194.6％） 

Ⅱ 連結決算（添付２） 

○ 営業収益  909 億円（対前中間期 ＋16 億円 ／ ＋  1.9％ 連単倍率 1.24） 

○ 営業費用  870 億円（対前中間期 ＋ 5 億円 ／ ＋  0.6％） 

○ 営業利益  39 億円（対前中間期 ＋11 億円 ／ ＋  40.2％） 

○ 経常利益  26 億円（対前中間期 ＋12 億円 ／ ＋  90.9％） 

○ 中間純利益  13 億円（対前中間期 ＋ 8 億円 ／ ＋ 212.0％） 

○ キャッシュ・フローの状況

・営業活動ＣＦ    48 億円

・投資活動ＣＦ △ 33 億円

・財務活動ＣＦ △ 53 億円

○ 連結の範囲

・連結子会社 29 社（対前期末 増減無し） 

・持分法適用会社 11 社（対前期末 増減無し） 



添付１

(単位：億円・単位未満切捨）

平成26年度 平成27年度

中間期 中間期

A Ｂ Ｂ－Ａ

鉄道事業

営業収益 634 648 13

運輸収入 546 561 14

コンテナ 505 520 15
積合せ貨物、食料工業品、農産品・青果物の増
運賃改定効果 等

車　扱 41 40 -0 石油の増、石灰石等の減

その他収入 88 87 -1 受取保険金の減 等

営業費 666 665 -1

人件費 200 197 -3
支給人員の減、賞与及び賞与引当金繰入額の増
等

物件費 359 358 -0
電力料・線路使用料の増、流動燃料・フォークリフ
ト燃料の減、修繕費の減 等

減価償却費 82 82 0

租税公課 26 29 2 前年度特例適用による不動産取得税減の反動増 等

厚生福利施設費相殺 -2 -2 0

営業利益 -31 -17 14

関連事業

営業収益 88 85 -3 前年度宅地分譲・マンション分譲収入の反動減 等

営業費 36 35 -0

人件費 1 1 0

物件費 14 13 -0 前年度宅地分譲・マンション分譲費用の反動減 等

減価償却費 12 12 -0

租税公課 7 7 0

厚生福利施設費相殺 -0 -0 0

営業利益 52 49 -2

全事業営業利益 20 32 12

　営業外損益 -14 -13 1

経常利益 6 19 13

　特別損益 -1 0 2

税引前中間純利益 4 20 15

　法人税、住民税及び事業税 0 9 8

　法人税等調整額 2 -1 -4

中間純利益 0 12 11

比較増減
主な増減事由

収 支 比 較 表 （平成27年度中間決算　単体）



添付２

(単位：億円・単位未満切捨）

平成26年度 平成27年度

中間期 中間期

A Ｂ Ｂ－Ａ

営業収益 892 909 16
積合せ貨物、食料工業品、農産品・青果物の
増、運賃改定効果 等
元請収入及び建築・鉄道資材売上の増 等

営業費 864 870 5
人件費の減、租税公課の増 等
元請費用及び建築・鉄道資材仕入原価の増 等

営業利益 28 39 11

　営業外損益 -14 -12 1

経常利益 13 26 12

　特別損益 -3 -2 1

税金等調整前中間純利益 10 24 13

　法人税、住民税及び事業税 3 11 7

　法人税等調整額 1 -1 -2

中間純利益 5 14 8

　非支配株主に帰属する中間純利益 1 1 -0

4 13 8

収 支 比 較 表 （平成27年度中間決算　連結）

主な増減事由
比較増減

親会社株主に帰属する中間純利益
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平成 28 年 3 月期 中間期 決算概況 

平成 27 年 10 月 30 日 

会  社  名 日本貨物鉄道株式会社           ＵＲＬ  http://www.jrfreight.co.jp 
代  表  者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 田 村  修 二 
問合せ先責任者 （役職名） 総務部広報室長 （氏名） 山 田 哲 也 ＴＥＬ(03)5367－7379 
中間決算取締役会開催日  平成 27 年 10 月 28 日 
 

（百万円未満切捨） 
１．28 年 3月期中間期の業績（平成 27 年 4 月 1日～平成 27年 9 月 30 日） 
(1)経営成績                               （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

28 年 3 月期中間期 
27 年 3 月期中間期 

73,329 (  1.4)
72,304 (  1.9)

3,250 (  59.3)
2,040 (  17.2)

1,946 ( 216.2) 
615 ( 184.3) 

1,252 (   －)
96 ( 29.9)

 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 1 株当

たり中間(当期)純利益

  円 銭  円 銭

28 年 3 月期中間期 
27 年 3 月期中間期 

 3,296  87 
254 67 

－   
－   

 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産  自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円  銭

28 年 3 月期中間期 
27 年 3 月期 

346,181  
359,162  

48,175  
46,942  

13.9 
13.1 

126,778  68
123,533  79

(参考) 自己資本       28 年 3 月期中間期  48,175 百万円    27 年 3 月期  46,942 百万円 
 
 
２．配当の状況 
   実施しておりません。 
 
 
３．28 年 3月期の業績予想（平成 27 年 4 月 1日～平成 28 年 3月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

通    期 157,300 (3.6) 7,100 (36.0) 4,500 (40.1) 5,100 (△36.6) 13,421  05

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 
 
４．その他 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 
② ①以外の変更 ： 無 
③ 会計上の見積りの変更 ： 無 
④ 修正再表示 ： 無 

    
(2) 発行済株式数（普通株式） 

28 年 3 月期中間期 380,000株 27 年 3 月期 380,000 株

28 年 3 月期中間期 － 27 年 3 月期 － 

28 年 3 月期中間期 380,000株 27年3月期中間期 380,000 株

① 期末発行済株式数 
（自己株式を含む） 

② 期末自己株式数 
③ 期中平均株式数 

（中間期） 

1 

 



当 中 間 期 の 事 業 概 要  

 

わが国経済は、円安や大幅な原油安の効果により幅広い業種における収益改善が見られ

ますが、一方では第 1 四半期の実質ＧＤＰ成長率が前期比 0.3％減と 3 四半期ぶりのマイ

ナス成長となるなど、景気回復の実感は乏しい状況にあります。物流業界でも、本年度の

国内総物流量は対前年で 0.2%のマイナスと予測されており、今後もわが社を取り巻く事業

環境は厳しい状況が続くことが予想されます。 

鉄道事業では、当中間期も自然災害の影響を受け、上半期だけで 4 つの台風が上陸する

等により列車の運休・遅延が発生しました。しかし、トラックドライバーのなり手不足や

労働時間に関する規制の強化等に伴い、鉄道へのモーダルシフト進展の流れが顕在化する

状況下で、営業戦力の拡大、営業施策の展開に加え、列車輸送力のより効率的な活用に向

けた取組みの深度化、社員の力を結集したボトムアップ型のコスト削減努力の成果等が現

れ、実績は堅調に推移しました。 

本年度は、3 年間の計画「中期経営計画２０１６」の 2 年目に当たり、計画達成に向け

た要の年です。計画最大の眼目である平成 28 年度における鉄道事業黒字化に向け、役員・

社員が一丸となって取り組んでいます。 

コンテナ輸送は、鉄道へのシフトが続き発送が好調な積合せ貨物、猛暑に伴い全国的に

清涼飲料水の出荷が好調だった食料工業品、北海道地区における玉ねぎ・馬鈴薯の生育が

良好なことにより出荷が好調な農産品・青果物等の品目が前年輸送量を上回りました。家

電・情報機器、自動車部品、紙・パルプ等の減もありましたが、コンテナ輸送全体では 15

万トン増の 1,069 万トン（対前年 101.5％）となりました。車扱輸送は、石油が市場価格

の低廉化及び盆休期の需要増等で発送増となった一方、石灰石の発送が低調となったこと

等により、0.8 万トン増の 382 万トン（同 100.2％）でした。コンテナと車扱をあわせた輸

送量合計では 16 万トン増の 1,452 万トン（同 101.2％）となり、運輸収入の合計は 14 億

円増の 561 億円（同 102.7％）となりました。 

以上の結果、鉄道事業における営業収益は 13 億円増の 648 億円（同 102.1％）となりま

した。費用は電力料及び線路使用料が増加した一方、流動燃料や人件費が減少したことに

より、営業費用全体では 1億円減少し、営業損失は 14 億円改善の 17 億円となりました。 

関連事業においては、前年度における分譲マンション・宅地売却収入の反動減の影響に

より、営業収益は前年に比べ 3 億円減の 85 億円（同 96.3％）、営業利益は 2 億円減の 49

億円となりました。 

よって、全事業営業利益は 32 億円（12 億円改善）、これに営業外損益を加減した経常利

益は 19 億円（13 億円改善）、さらに特別損益・法人税等を加減した中間純利益は 12 億円

（11 億円改善）となりました。 

下期においても、景気は一進一退の状況が予想される中、鉄道へのモーダルシフトの動

きは継続するものと思われます。安全の確立・安定輸送の確保、コンテナ輸送品質の向上

に万全を期し、全社を挙げた積極的な営業展開による収入の拡大と利益率向上に取り組む

ほか、経費全般の効果的な執行に努め本年度事業計画を達成し、さらには平成 28 年度にお

ける鉄道事業黒字化を実現するべく、確かな土台を築いてまいります。 
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比  較  貸  借  対  照  表

(単位:百万円)

科            目
前会計年度 当中間期 前中間期

(平成27年3月31日) (平成27年9月30日) (平成26年9月30日)

(資 産 の 部)

流　　　　動　　　　資　　　　産 42,990 30,439 △ 12,550 28,986

7,617 3,450 △ 4,167 3,799

12,420 11,296 △ 1,124 12,021

13,297 4,129 △ 9,167 1,915

677 577 △ 99 647

3,106 4,047 940 3,571

3,893 4,553 660 4,615

1,235 1,231 △ 3 1,161

741 1,153 411 1,254

固　　　　定　　　　資　　　　産 316,172 315,741 △ 430 319,754

228,197 226,088 △ 2,109 226,601

47,740 46,502 △ 1,237 49,033

13,715 13,266 △ 448 13,699

0 0 △0 0

6,505 9,855 3,349 5,925

20,013 20,028 14 24,493

関 係 会 社 株 式 9,788 9,832 43 9,668

投 資 有 価 証 券 729 796 67 696

長 期 前 払 費 用 1,122 921 △ 200 1,339

繰 延 税 金 資 産 7,540 7,697 156 12,018

そ の 他 868 813 △ 54 808

貸 倒 引 当 金 △ 36 △ 33 2 △ 36

資　　　産　　　合　　　計 359,162 346,181 △ 12,981 348,741

(注) 1 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

  　　2 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　 

（前会計年度） （当中間期） （前中間期）

374,399百万円 382,527百万円 372,567百万円

投 資 そ の 他 の 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

建 設 仮 勘 定

未 収 収 益

前 払 金

貯 蔵 品

増       減

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

    3



比  較  貸  借  対  照  表
(単位:百万円)

科            目
前会計年度 当中間期 前中間期

(平成27年3月31日) (平成27年9月30日) (平成26年9月30日)

(負 債 の 部)

流  動  負  債 60,890 52,623 △ 8,267 51,759

短 期 借 入 金 － － － 1,200

1年以内返済長期借 入金 19,981 19,497 △ 483 16,297
1年以内返済支配株主からの
長 期 借 入 金 3,195 3,195 － 3,195

リ ー ス 債 務 2,783 2,667 △ 116 2,717

未 払 金 20,405 13,365 △ 7,039 14,697

未 払 費 用 812 846 34 1,032

未 払 法 人 税 等 1,282 1,080 △ 201 187

未 払 消 費 税 等 1,108 535 △ 572 891

前 受 金 4,365 4,584 219 4,748

前 受 収 益 2,086 2,265 179 2,202

賞 与 引 当 金 2,756 2,800 43 2,631

環 境 対 策 引 当 金 1 6 4 29

固定資産解体費用引当金 600 322 △ 277 －

そ の 他 1,512 1,456 △ 56 1,927

固  定  負  債 251,328 245,381 △ 5,947 258,010

長 期 借 入 金 93,863 86,218 △ 7,644 103,352

支配株主からの長期借入金 56,097 59,900 3,802 52,489

リ ー ス 債 務 5,094 4,641 △ 452 5,068

退 職 給 付 引 当 金 55,617 55,692 74 55,826

環 境 対 策 引 当 金 461 516 54 467

預 り 保 証 金 35,623 34,139 △ 1,483 35,281

そ の 他 4,571 4,272 △ 298 5,524

負 債 合 計 312,219 298,005 △ 14,214 309,769

(純 資 産 の 部)

株　　　　主　　　　資　　　　本 46,898 48,151 1,252 38,950

資 本 金 19,000 19,000 － 19,000

資 本 剰 余 金 15,300 15,300 － 15,300

資 本 準 備 金 15,300 15,300 － 15,300

利 益 剰 余 金 12,597 13,850 1,252 4,649

そ の 他 利 益 剰 余 金 12,597 13,850 1,252 4,649

圧 縮 積 立 金 15,775 15,504 △ 270 14,304

圧縮特別勘定積 立金 6,174 6,174 － 216

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 9,351 △ 7,828 1,522 △ 9,871

評　価　・　換　算　差　額　等 44 24 △ 19 20

その他有価証券評価差額金 44 24 △ 19 20

純 資 産 合 計 46,942 48,175 1,233 38,971

負 債 及 び 純 資 産 合 計 359,162 346,181 △ 12,981 348,741

増       減
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比  較  損  益  計  算  書
(単位:百万円)

前中間期 当中間期
科            目 平成26年4月 1 日から 平成27年4月 1 日から 平成26年4月 1 日から

平成26年9月30日まで 平成27年9月30日まで 平成27年3月31日まで

鉄  　 道  　 事  　 業

営 業 収 益 63,460 64,815 1,354 133,899

営 業 費 66,652 66,525 △ 127 139,042

営 業 利 益 △ 3,191 △ 1,710 1,481 △ 5,143

関   　連   　事   　業

営 業 収 益 8,843 8,514 △ 329 17,995

営 業 費 3,611 3,554 △ 57 7,633

営 業 利 益 5,232 4,960 △ 272 10,362

2,040 3,250 1,209 5,219

268 234 △ 33 1,373

1,692 1,537 △ 155 3,379

615 1,946 1,331 3,213

331 478 147 14,826

519 402 △ 116 3,638

427 2,023 1,595 14,400

50 913 863 1,680

280 △ 143 △ 424 4,675

96 1,252 1,156 8,044

(注) 1  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

      2  特別利益の主な内訳　 (前中間期) (当中間期) (前会計年度)

固 定 資 産 売 却 益 4百万円 194百万円 157百万円

工事負担金等受入額 199百万円 12百万円 13,854百万円

      3  特別損失の主な内訳 (前中間期) (当中間期) (前会計年度)

固 定 資 産 除 却 費 119百万円 296百万円 2,056百万円

固 定 資 産 圧 縮 額 7百万円 12百万円 319百万円

　　　　　環　 境　 対 　策　費 286百万円 71百万円 301百万円

増       減

前会計年度

全 事 業 営 業 利 益

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
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（単位  百万円） 

資本剰余金

圧縮積立金
圧縮特別

勘定積立金
繰越利益
剰余金

平成27年4月1日残高 19,000 15,300 15,775 6,174 △ 9,351 12,597 46,898

中間会計期間中の変動額

　中間純利益 1,252 1,252 1,252

　圧縮積立金の取崩 △ 270 270                  -                    -

　株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動
額（純額）

中間会計期間中の変動額合計                     -                  - △ 270                  - 1,522 1,252 1,252

平成27年9月30日残高              19,000          15,300 15,504 6,174 △ 7,828          13,850            48,151

平成27年4月1日残高 44 44 46,942

中間会計期間中の変動額

　中間純利益 1,252

　圧縮積立金の取崩                  -

　株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動
額（純額）

△ 19 △ 19 △ 19

中間会計期間中の変動額合計 △ 19 △ 19 1,233

平成27年9月30日残高 24 24 48,175

（注）   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本合計
資本準備金

株　主　資　本

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
　　　　　　　平成２７年４月　１日から

　　　　　　　平成２７年９月３０日まで

評価・換算
差額等合計

利益剰余金
合計

資　本　金

純資産合計その他有価証券
評価差額金

そ　の　他　利　益　剰　余　金

利　益　剰　余　金

評価・換算差額等
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重 要 な 会 計 方 針 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品   移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物は定額法、その他は定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については、

取替法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ３～６０年 

車両       １０～３０年 

機械装置      ５～１７年 

工具器具備品    ２～２０年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取決めがある場合は、

当該残価保証額）とする定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 
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（2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上したものと、それにかかる社会

保険料の会社負担額を含めて計上しております。 

（3）固定資産解体費用引当金 

建物等の解体に伴う支出に備えるため、合理的に見積もった解体費用見込額を計上してお

ります。 

（4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（14 年）による定額法により按分した額をそれぞれ、発生の翌事業年度から費用処

理しております。 

（5）役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

（6）環境対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。 

４．工事負担金等の会計処理方法 

鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方

公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。 

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得

原価から直接減額して計上しております。なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額

を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮額と

して特別損失に計上しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

金利スワップはすべて特例処理の要件を満たしているものであるため、特例処理によってお

ります。 

６．消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 



表 － １  輸送実績の概要

項                  目 前中間期 当中間期 比            較

増    減 前期比%

運   輸   収   入 （億円） 546 561 14 102.7

コ   ン   テ   ナ 505 520 15 103.1

車              扱 41 40 △ 0 98.1

輸　　送　　量  （万トン） 1,435 1,452 16 101.2

コ   ン   テ   ナ 1,053 1,069 15 101.5

車              扱 381 382 0 100.2

輸送トンキロ（億ﾄﾝｷﾛ） 99 101 1 101.2

コ   ン   テ   ナ 94 95 1 101.2

車              扱 5 5 0 100.9

（注）記載金額等は単位未満を切り捨てて表示しております。

表 － ２  主要品目別輸送量 （単位  千トン、％）

扱　　別 品　　　　　目 前中間期 当中間期 前期比%

農産品・青果物 884 904 19 102.2

化 学 工 業 品 1,005 1,022 17 101.7

化 学 薬 品 717 701 △ 15 97.8

食 料 工 業 品 1,718 1,846 127 107.4

紙 ・ パ ル プ 1,635 1,582 △ 52 96.8

他 工 業 品 756 753 △ 2 99.6

積 合 せ 貨 物 1,142 1,283 141 112.4

自 動 車 部 品 370 340 △ 30 91.8

家電・情報機器 239 221 △ 17 92.6

エ コ 関 連 物 資 190 215 25 113.6

そ の 他 1,874 1,820 △ 54 97.1

コ ン テ ナ 計 10,535 10,693 158 101.5

石 油 2,442 2,501 58 102.4

セメント・石灰石 664 631 △ 33 95.0

車   　　扱 車 両 378 383 5 101.5

そ の 他 332 310 △ 21 93.4

車 扱 計 3,818 3,827 8 100.2

合　　　　　　　計 14,353 14,520 167 101.2

（注）記載輸送量は単位未満を切り捨てて表示しております。

増　　減

コ ン テ ナ
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平成２８年３月期 中間連結決算概況について 

 

 

 

                      

当連結決算は、連結子会社 29 社（前期末 29 社）、持分法適用会社 11 社

（同 11 社）を対象にして作成しております。      

連結経営成績は、売上高が前年同期比 1.9％増の 909 億円、営業利益が前

年同期比 40.2％増の 39 億円、経常利益が前年同期比 90.9％増の 26 億円と

なり、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比 212.0％増の 13 億円と

なりました。 

連結財政状態は、総資産が前期末比 129 億円減の 3,871 億円、自己資本が

前期末比 14 億円増の 596 億円で、自己資本比率 15.4％、1 株当たり純資産

が 156,845 円 25 銭となりました。 

連結キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが 48 億円

の流入、投資活動によるキャッシュ・フローが 33 億円の流出となり、財務活動に

よるキャッシュ・フローが 53 億円の流出となりました。 

 

 

(注) 本連結決算書につきましては、監査法人の監査は受けておりません。 

 

  
 
 
 
 
 

 
10 



平成27年10月30日

日本貨物鉄道株式会社 ＵＲＬ  http://www.jrfreight.co.jp

（役職名）　代表取締役社長 （氏名）　田村　修二

（役職名）　総務部広報室長 （氏名）　山田　哲也 TEL (03) 5367 - 7379

（百万円未満切捨）

１．  28年3月期中間期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期中間期

27年3月期中間期 2.4 2.9 17.3 △29.8

１ 株 当 た り

中 間 純 利 益 １ 株 当 た り

中 間 純 利 益

円 銭 円 銭

28年3月期中間期 - -

- -

（参考） 　持分法投資損益　28年3月期中間期　　64百万円　　27年3月期中間期　29百万円

(2) 連結財政状態

総    資    産 純    資    産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年3月期中間期 156,845 25

152,921 09
（参考） 　自己資本 28年3月期中間期 百万円 　　27年3月期 百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による       投資活動による       財務活動による 現金及び現金同等物

       キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー 期  末  残  高

百万円 百万円 百万円 百万円
28年3月期中間期 4,858 △3,355 △5,344 11,241
27年3月期中間期 7,490 △8,478 △5,826 11,314

２．  28年3月期の連結業績予想（平成27年4月1日～平成28年3月31日） （％表示は対前期増減率）

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　　期

　(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無　　　：有

３．その他
　(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ： 無

新規 社 (社名)  、除外 社(社名)

　(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

　(3) 発行済株式数　（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期中間期 株 27年3月期 株

②期末自己株式数 28年3月期中間期 - 株 27年3月期 - 株

③期中平均株式数（中間期） 28年3月期中間期 株 27年3月期中間期 株

193,200 3.1 8,000 15,000

380,000

380,000

380,000

潜在株式調整後

1,099

00

380,000

22.6 5,600 24.7 5,700

3,429 76

売　上　高

387,174

27年3月期中間期

　　27年3月期

経常利益

400,124 64,917

営業利益

66,445

親会社株主に帰属する
中間純利益

中間決算取締役会開催日

30

 自己資本比率

2,808

平成27年10月28日

40.2 212.0

417

90,963

 売     上     高 営   業   利   益 経   常   利   益

平成２８年３月期　中間期連結決算概況

会 社 名

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

　また、中間純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映さ
せるため、前中間期及び前連結会計年度については、中間期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

2,662 1,303

1,394

3,936

89,274

1.9 90.9

親会社株主に帰属
する当期純利益

59,601

1株当たり純資産

58,110

※ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号
平成25年9月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成25年9月13日)等を当中間期から適用し、支配が継続
している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上する方法に変更いたしました。

15.4

14.5

△35.9
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成   9月 　現在） （27年 30日 単位：百万円）

前連結会計年度 当中間連結会計期間 増　　　減 比　率

科　　　　目 金　　額 金　　額 金　　額 ％

  （資  産  の  部）
流　　動　　資　　産 60,031 48,062 △ 11,969 80.1

15,879 12,040 △ 3,838 75.8
23,947 14,282 △ 9,665 59.6
8,286 7,822 △ 463 94.4
3,396 4,390 993 129.2
8,521 9,526 1,005 111.8

固　　定　　資　　産 340,093 339,111 △ 981 99.7
310,791 310,111 △ 680 99.8

3,307 3,182 △ 124 96.2
25,994 25,817 △ 176 99.3

投 資 有 価 証 券 11,980 12,106 125 101.0
長 期 前 払 費 用 1,174 969 △ 204 82.6
繰 延 税 金 資 産 8,770 8,817 47 100.5
そ の 他 4,069 3,924 △ 144 96.4

400,124 387,174 △ 12,950 96.8

  （負  債  の  部）
流　　動　　負　　債 70,518 62,021 △ 8,496 88.0

29,449 28,796 △ 653 97.8
28,325 20,310 △ 8,015 71.7
3,609 3,670 61 101.7
9,133 9,244 111 101.2

固　　定　　負　　債 264,688 258,707 △ 5,981 97.7
158,714 154,222 △ 4,492 97.2
59,198 58,957 △ 241 99.6
46,775 45,527 △ 1,248 97.3

335,207 320,728 △ 14,478 95.7

  （純　資　産  の  部）
19,000 19,000 － 100.0
15,300 15,300 0 100.0
24,768 26,071 1,303 105.3
59,068 60,372 1,303 102.2
△ 958 △ 771 187 80.4
6,807 6,844 36 100.5

64,917 66,445 1,527 102.4

400,124 387,174 △ 12,950 96.8

連　結　損　益　計　算　書
平成27年  4月  1日から
平成27年 月 で  9 30日ま （単位：百万円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増　　　減 比　率

金　　額 金　　額 金　　額 ％

89,274 90,963 1,689 101.9
86,466 87,026 560 100.6
2,808 3,936 1,128 140.2

439 441 1 100.3
1,853 1,715 △137 92.6
1,394 2,662 1,267 190.9

236 506 270 214.2
552 714 161 129.2

1,078利 益 2,455 1,376 227.6
337 1,123 786 333.4
141 △ 120 △ 262 －
599 1,452 852 242.1
182 149 △ 33 81.8
417 1,303 885 312.0

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 等
未 収 運 賃
た な 卸 資 産

賞 与 引 当 金
そ の 他

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 等

長 期 借 入 金
退 職 給 付 に 係 る 負 債

そ の 他

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

短 期 借 入 金 等

そ の 他

営 業 費
営 業 利 益

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

非 支 配 株 主 持 分
純 資 産 合 計

負 債 合 計

株 主 資 本 合 計

親会社株主に帰属する中間純利益

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 金 等 調 整 前 中 間 純
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 純 利 益
非支配株主に帰属する中間純利益

負 債 及 び 純 資 産 合 計

科　　　　目

営 業 収 益
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八戸臨海鉄道㈱
仙台臨海鉄道㈱
秋田臨海鉄道㈱
福島臨海鉄道㈱
鹿島臨海鉄道㈱
京葉臨海鉄道㈱
神奈川臨海鉄道㈱
名古屋臨海鉄道㈱
衣浦臨海鉄道㈱
水島臨海鉄道㈱

臨海鉄道１０社 倉庫・物資別９社

日本ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ㈱
日本運輸倉庫㈱
名光急送㈱
東京輸送㈱

㈱ｵｰ・ｴﾙ・ｴｽ
関西化成品輸送㈱
㈱大阪鉄道倉庫
㈱東京液体化成品ｾﾝﾀｰ

ｾﾒﾝﾄﾀｰﾐﾅﾙ㈱

利用運送４社

全国通運㈱
日本ﾌﾚｰﾄﾗｲﾅｰ㈱
北海道ｼﾞｪｲｱｰﾙ物流㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ１２社

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
北海道ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

東北ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

北関東ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

南関東ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

新潟ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

信州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

東海ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

北陸ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

関西ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

山陽ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

中国ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

九州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

関連その他５社

ｼﾞｪｲｱｰﾙｴﾌ商事㈱
東京貨物開発㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

不動産開発
北九州貨物鉄道

施設保有㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ

平成２７年度連結財務諸表作成上の連結対象会社

連結子会社

 

２９社持分法適用会社

 

１１社

1
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